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共同研究開発契約書 

 

Ｘ社（以下「甲」という。）とＹ社（以下「乙」という。）は、第 2 条に定義する本

学習済みモデルおよび本連携システムの開発に関して、以下のとおり共同研究開発契

約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1条（目的）（解説資料の 10 頁－11頁を参照） 

 甲および乙は、共同して下記の研究開発（以下「本共同開発」という｡）を行う。 

記 

① 本共同開発のテーマ：甲が保有する「人体の姿勢推定 AI 技術」（動画・静止画か

ら人物の姿勢をマーカーレスで推定する AI 技術）を、介護施設における被介護者

の見守用高機能カメラシステムに適用した学習済みモデルの開発 

 

② 本共同開発の目的（以下「本目的」という。）：前記学習済みモデルを利用した前

記システムの開発および製品化 

 

第 2条（定義）（解説資料の 12 頁－14頁を参照） 

本契約において使用される用語の定義は次のとおりとする。 

1  データ  

 電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の方法で作成される記録であって、電

子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）をいう。 

2 対象データ 

 別紙（１）「対象データの明細」に記載のデータをいう。 

3 学習用プログラム 

 学習用データセットを利用して、学習済みモデルを生成するためのプログラムをい

う。 

4 学習済みパラメータ 

 学習用プログラムに学習用データセットを入力した結果生成されたパラメータ（係

数）をいう。 

5 本学習用データセット 

対象データを本共同開発のために整形または加工したデータをいう。 

6 本学習済みモデル 

本共同開発の対象となる、学習済みモデル（特定の機能を実現するために学習済みパ

ラメータを組み込んだプログラム）をいう。 



2 

 

7 再利用モデル 

本学習済みモデルを利用して生成された新たな学習済みモデルをいう。 

8 本見守りカメラシステム 

甲乙が共同開発する、介護施設における被介護者の見守り用のカメラシステムをいう。 

9 本連携システム 

本見守りカメラシステムに搭載される、本学習済みモデルと本見守りカメラシステム

を API連携するためのシステムをいう。 

10 本ドキュメント 

仕様書その他本連携システムに関連するドキュメントをいう。 

11 知的財産 

発明、考案、意匠、著作物その他の人間の創造的活動により生み出されるもの（発見

または解明がされた自然の法則または現象であって、産業上の利用可能性があるもの

を含む。）および営業秘密その他の事業活動に有用な技術上または営業上の情報をい

う。 

12 知的財産権 

特許権、実用新案権、意匠権、著作権その他の知的財産に関して法令により定められ

た権利（特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利を含

む。）をいう。ここで、日本語における「特許、実用新案、意匠」とは、それぞれ、

中国語における「発明専利、実用新型専利、外観設計専利」に該当する。 

13 本件成果物 

本学習済みモデル、本連携システムおよび本ドキュメントをいう。 

14 個人情報等 

個人情報保護法（個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号））に定める

個人情報（同法 2条 1 項）、個人データ（同法 2条 6項）および匿名加工情報（同法 2

条 9項）をいう。 

15 書面等 

書面および甲乙が書面に代わるものとして別途合意した電磁的な方法をいう。 

 

第 3条（役割分担）（解説資料の 15頁－16頁を参照） 

1  甲および乙は、本契約に規定の諸条件に従い、お互いに協力して本共同開発にお

いて別紙（1）の 5「具体的作業内容」に記載された業務を誠実に実施しなければなら

ない（以下、甲の担当業務を「甲業務」、乙の担当業務を「乙業務」という。）。 

2 本共同開発における甲および乙の作業体制は、別紙（1）の 4「作業体制」におい

てその詳細を定める。 
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3  甲および乙は、前 2 項の役割分担及び作業体制に従い本共同開発を進めるものと

するが、開発過程において、役割分担が不明確である事項があれば、双方は友好的に

協議したうえ、分担を決める。また、一方当事者の担当事項には、相手当事者の協力

が必要である場合、相手当事者に連絡し、相手当事者は必要に応じて、協力するもの

とする。 

 

第 4条（委託料およびその支払時期・方法）（解説資料の 17 頁－18 頁を参照） 

1  甲業務の対価は別紙（1）の 9「委託料」で定めた金額とする。  

2  乙は甲に対し、甲業務の対価を、別紙（1）の 10「委託料の支払時期・方法」で定

めた時期および方法により支払う。 

3 開発過程又は開発完了後には、本条第 1 項で定めた金額を超えている出費などを

発生した場合、本契約第 9条の規定に従うものとする。 

4 甲に対価を支払うための必要な手続きなどがある場合、乙は積極的に行うものと

し、甲は必要に応じて協力するものとする。 

 

第 5条（作業期間）（解説資料の 19頁を参照） 

本共同開発の作業期間は、別紙（1）の 7「作業期間」に定めたとおりとする。 

 

第 6条（各自の義務）（解説資料の 20 頁－22 頁を参照） 

1  甲は、情報処理技術に関する業界の一般的な専門知識に基づき、善良な管理者の

注意をもって、甲業務を行う義務を負う。 

2 甲は、本件成果物について完成義務を負わず、本件成果物が乙の業務課題の解決、

業績の改善・向上その他の成果や特定の結果等を保証しない。 

3 本共同開発に関して発生する不具合（乙が別途本契約外で開発する本見守りカメ

ラシステムおよび対象データに起因する不具合を含む。）について、甲は一切の責任

を負わない。ただし、当該不具合が、本件成果物のみに起因する場合はこの限りでは

ない。 

4 乙は、介護業界、見守りカメラシステムに関する業界の一般的な専門知識、対象

データおよび共同開発に必要なノウハウの提供者としての地位に基づき、善良な管理

者の注意をもって、乙業務を行う義務を負う。 

 

第 7条（責任者の選任および連絡協議会）（解説資料の 23頁を参照） 

1  甲および乙は、本共同開発を円滑に遂行するため、本契約締結後速やかに、本共

同開発に関する責任者を選任し、それぞれ相手方に書面等で通知する。また、責任者
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を変更した場合、速やかに相手方に書面等で通知する。 

2 甲乙間における本共同開発の遂行にかかる、要請、指示等の受理および相手方へ

の依頼等は、責任者を通じて行う。 

3 責任者は、本共同開発の円滑な遂行のため、進捗状況の把握、問題点の協議およ

び解決等必要事項を協議する連絡協議会を定期的に開催する。なお、開催頻度等の詳

細については、別紙（1）「連絡協議会」に定めるとおりとする。ただし、甲および乙

は、必要がある場合、理由を明らかにした上で、随時、連絡協議会の開催を相手方に

求めることができる。 

 

第 8条（再委託） （解説資料の 24頁を参照） 

1  甲は、乙が書面等によって事前に承認した場合、甲業務の一部を第三者（以下「委

託先」という。）に再委託することができる。 

2 前項の定めに従い委託先に本共同開発の遂行を委託する場合、甲は、本契約にお

ける自己の義務と同等の義務を、委託先に課す。 

3 甲は、委託先による業務の遂行について、乙に帰責事由がある場合を除き、自ら

業務を遂行した場合と同様の責任を負う。ただし、乙の指定した委託先による業務の

遂行については、甲に故意または重過失がある場合を除き、責任を負わない。 

 

第 9条（本契約の変更）（解説資料の 25 頁を参照） 

1  本契約の変更は、当該変更内容につき事前に甲および乙が協議の上、別途、書面

等により変更契約を締結することによってのみこれを行うことができる。 

2 甲および乙は、本共同開発においては、両当事者が一旦合意した事項（開発対象、

開発期間、開発費用等を含むが、これらに限られない。）が、事後的に変更される場

合があることに鑑み、一方当事者より本契約の内容について、変更の協議の要請があ

ったときは、速やかに協議に応じなければならない。 

3 変更協議においては、変更の対象、変更の可否、変更による代金・納期に対する

影響等を検討し、変更を行うかについて両当事者とも誠実に協議する。 

 

第 10条（本件成果物の提供および業務終了の確認）（解説資料の 26頁－28 頁を参照） 

1  甲は、別紙（1）の 8「業務の完了」に記載した成果物提供期限までに、本件成果

物のうち本連携システムのソースコードを乙のサーバに甲がインストールする方法

により提供するとともに本ドキュメントの PDF ファイルを乙に提供する。また、本件

成果物のうち本学習済みモデルについては、上記「業務の完了」に記載した確認期間

（以下「確認期間」という。）中、甲のサーバ上で API提供可能な状態に置く。 
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2 乙は、前項に基づき甲から提供された API 環境を、次項に定める本件成果物の確

認目的でのみ利用することができる。 

3 乙は、確認期間内に、本連携システムのソースコードおよび本ドキュメントの提

供を受けたことおよび本連携システムを通じて本学習済みモデルの出力を受けたこ

とを確認し、甲所定の確認書に記名押印または署名の上、甲に交付する。 

4 前項の定めに従い、乙が甲に確認書を交付した時に、乙の確認が完了したものと

する。ただし、確認期間内に、乙から書面等で具体的な理由を明示して異議を述べな

いときは、確認書の交付がなくとも、当該期間の満了時に確認が完了したものとする。 

 

第 11条（対象データ等）（解説資料の 29 頁を参照） 

1  乙は、甲に対し、対象データを同別紙（1）の 2「対象データの明細」に従い、提

供する。  

2  乙は、甲に対し、本共同開発に合理的に必要なものとして甲が要求し、乙が合意

した資料、機器、設備等（以下「資料等」という。）の提供、開示、貸与等（以下「提

供等」という。）を行う。  

3  乙は、甲に対し、対象データおよび資料等（以下まとめて「対象データ等」とい

う。）を甲に提供等することについて、正当な権限があることおよびかかる提供等が

法令に違反するものではないことを保証する。  

4  乙は、対象データ等の正確性、完全性、有効性、有用性、安全性等について保証

しない。ただし、本契約に別段の定めがある場合はその限りでない。  

5  乙が甲に対し提供等を行った対象データ等の内容に誤り（別紙（1）「対象データ

の明細」記載のデータの項目や量を充足しない場合を含む。）があった場合またはか

かる提供等を遅延した場合、これらの誤りまたは遅延によって生じた完成時期の遅延、

不適合等の結果について、甲は責任を負わない。  

6  甲は、対象データ等の正確性、完全性、有効性、有用性、安全性等について、確

認、検証の義務その他の責任を負うものではない。 

 

第 12条（対象データの利用・管理）（解説資料の 30 頁－31頁を参照） 

1  甲は、対象データを、善良な管理者の注意をもって管理、保管するものとし、乙

の事前の書面等による承諾を得ずに、第三者（第 8 条に基づく委託先を除く。）に開

示、提供または漏えいしてはならない。  

2  甲は、事前に乙から書面等による承諾を得ずに、対象データについて本共同開発

遂行の目的以外の目的で使用、複製および改変してはならず、本共同開発遂行の目的

に合理的に必要となる範囲でのみ、使用、複製および改変できる。ただし、別紙（1）
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に別段の定めがある場合はこの限りではない。  

3  甲は、対象データを、本共同開発遂行のために知る必要のある自己の役員および

従業員に限り開示等するものとし、この場合、本条に基づき甲が負担する義務と同等

の義務を、開示等を受けた当該役員および従業員に退職後も含め課す。  

4  甲は、対象データのうち、法令の定めに基づき開示等すべき情報を、可能な限り

事前に乙に通知した上で、当該法令の定めに基づく開示先に対し開示等することがで

きる。  

5  甲業務が完了した場合、本契約が終了した場合または乙の指示があった場合のい

ずれかに該当する場合、甲は、乙の指示に従って、対象データ（複製物および同一性

を有する改変物を含み、本学習用データセットを除く。以下本項において同じ。）が

記録された媒体を破棄もしくは乙に返還し、また、甲が管理する一切の電磁的記録媒

体から削除する。ただし、本条第 2 項での利用に必要な範囲では、甲は対象データ

を保存することができる。なお、乙は甲に対し、対象データの破棄または削除につい

て、証明する文書の提出を求めることができる。  

6  甲は、本契約に別段の定めがある場合を除き、対象データの提供等により、乙の

知的財産権を譲渡、移転、利用許諾するものでないことを確認する。  

7  本条の規定は、前項を除き、本契約が終了した日より 3年間有効に存続する。 

 

第 13条（本学習用データセットの取扱い）（解説資料の 32 頁－33 頁を参照） 

1  甲は、本共同開発の過程で甲が生成する本学習用データセットを、乙に対し開示

等する義務を負わない。 

2 甲は、本学習用データセットを、本共同開発の遂行の目的を超えて、使用、利用

または第三者に開示等してはならない。 

3 甲は、甲業務が完了した場合、本契約が終了した場合、または乙の指示があった

場合のいずれかに該当する場合、本学習用データセット（複製物および同一性を有す

る改変物を含む。）が記録された媒体を破棄し、また、甲が管理する一切の電磁的記

録媒体から削除する。 

4 前 2 項の規定は、甲と乙が、本件成果物の利用に関する契約を締結した場合には

適用しない。 

 

【第 13条 2項変更オプション－学習用データセットの利用目的を限定しない場合】 

2 甲は、本学習用データセットを、本共同開発の遂行および甲が保有または開発す

る AI技術の向上目的を超えて使用および利用してはならない。また、甲は本学習用

データセットを第三者に開示等してはならない。 
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第 14条（秘密情報の取扱い） （解説資料の 34 頁－35頁を参照） 

1  甲および乙は、本共同開発遂行のため、相手方より提供を受けた技術上または営

業上その他業務上の情報のうち、次のいずれかに該当する情報（ただし対象データを

除く。以下「秘密情報」という。）を秘密として保持し、秘密情報の開示者の事前の

書面等による承諾を得ずに、第三者（本契約第 8 条に基づく委託先を除く。)に開示、

提供または漏えいしてはならない。 

① 開示者が書面等により秘密である旨指定して開示等した情報  

② 開示者が口頭により秘密である旨を示して開示等した情報で開示後●日以内に書

面等により内容を特定した情報。なお、口頭により秘密である旨を示した開示等

した日から●日が経過する日または開示者が秘密情報として取り扱わない旨を書

面等で通知した日のいずれか早い日までは当該情報を秘密情報として取り扱う。  

2 前項の定めにかかわらず、次の各号のいずれか一つに該当する情報については、

秘密情報に該当しない。  

① 開示者から開示等された時点で既に公知となっていたもの 

② 開示者から開示等された後で、受領者の帰責事由によらずに公知となったもの 

③ 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負わずに適法に開示等されたもの 

④ 開示者から開示等された時点で、既に適法に保有していたもの 

⑤ 開示者から開示等された情報を使用することなく独自に取得し、または創出した

もの  

3  甲および乙は、秘密情報について、本契約に別段の定めがある場合を除き、事前

に開示者から書面等による承諾を得ずに、本共同開発遂行の目的以外の目的で使用、

複製および改変してはならず、本共同開発遂行の目的に合理的に必要となる範囲での

み、使用、複製および改変できる。  

4  秘密情報の取扱いについては、第 12条第 3 項から第 6項の規定を準用する。この

場合、同条項中の「対象データ」は「秘密情報」と、「甲」は「秘密情報の受領者」

と、「乙」は「開示者」と読み替える。  

5 本条は、秘密情報に関する両当事者間の合意の完全なる唯一の表明であり、本条

の主題に関する両当事者間の書面等（本契約締結以前に両当事者間で締結した契約を

含む。）または口頭による提案その他の連絡事項の全てに取って代わる。 

6  本条の規定は本契約が終了した日より 3年間有効に存続する。 

 

第 15条（成果の公表）（解説資料の 36－37頁を参照） 

1  甲および乙は、前条で規定する秘密保持義務を遵守した上で、両者が合意した時
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期に、本共同開発開始の事実として、別紙（2）（公表事項）に定める内容を開示、発

表または公開することができる。 

2 甲および乙は、前条で規定する秘密保持義務および次項の規定を遵守した上で、

本共同開発の成果を開示、発表または公開すること（以下「成果の公表等」という。）

ができる。 

3 前項の場合、甲または乙は、成果の公表等を行おうとする日の 30 日前までに本共

同開発の成果を書面等にて相手方に通知し、甲および乙は協議により当該成果の公表

等の内容および方法を決定する。 

 

第 16条（個人情報の取扱い）（解説資料の 38 頁－40頁を参照） 

1  本共同開発の遂行に際して、乙が、個人情報等を含んだ対象データを甲に提供す

る場合には、日本および中国の個人情報保護法に定められている手続を履践している

ことを保証する。 

2 乙は、本サービスの利用に際して、個人情報等を含んだ対象データを甲に提供す

る場合には、事前にその旨を明示する。  

3  甲は、第 1 項に従って個人情報等が提供される場合には、日本および中国の個人

情報保護法を遵守し、個人情報等の管理に必要な措置を講ずる。 

 

第 17条（本件成果物等の著作権の帰属）（解説資料の 41頁－45頁を参照） 

1  本件成果物および本共同開発遂行に伴い生じた知的財産（以下「本件成果物等」

という。）に関する著作権（著作権法第 27 条および第 28 条の権利を含む。以下、本

契約において同じ。）は、乙または第三者が従前から保有していた著作権を除き、甲

に帰属する。ただし、本連携システムおよび本ドキュメント（以下「本連携システム

等」という。）に関する著作権は委託料全額の支払いと同時に乙に移転する。 

2 甲および乙は、本契約および別途甲乙間で締結する利用契約に従った本件成果物

等の利用について、相手方および正当に権利を取得または承継した第三者に対して、

著作者人格権を行使しない。 

3 第 1項の規定にかかわらず、甲が本契約第 24条 1項 2号および 3 号のいずれかに

該当した場合には、乙は、甲に対し、第 1項に定める知的財産権を甲または乙の指定

する第三者に対して無償で譲渡することを求めることができる。 

 

第 18条（本件成果物等の特許権等の帰属）（解説資料の 46 頁－48 頁を参照） 

1  本件成果物等にかかる特許権その他の知的財産権（ただし、著作権は除く。以下

「特許権等」という。）は、本件成果物等を創出した者が属する当事者に帰属する。 
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2 甲および乙が共同で創出した本件成果物等に関する特許権等については、甲およ

び乙の共有（持分は貢献度に応じて定める。）とする。この場合、甲および乙は、共

有にかかる特許権等につき、それぞれ相手方の同意なしに、かつ、相手方に対する対

価の支払いの義務を負うことなく、自ら実施することができるものとし、第三者に対

する実施の許諾については相手方の同意を要する。 

3 甲および乙は、前項に基づき相手方と共有する特許権等について、必要となる職

務発明の取得手続（職務発明規定の整備等の職務発明制度の適切な運用、譲渡手続等）

を履践する。 

4 甲および乙は、本共同開発の過程で生じた特許権等に基づいて出願しようとする

場合は、事前に相手方にその旨を書面等により通知しなければならない。相手方に通

知した発明が単独発明に該当すると考える当事者は、相手方に対して、その旨を理由

とともに通知する。 

 

第 19条（本件成果物等の利用条件）（解説資料の 49 頁－50頁を参照） 

1  本件成果物等の乙における利用条件は、別途甲乙間で締結する利用契約において

定める。なお、利用契約の規定と本契約の規定が矛盾する場合は、利用契約の規定が

優先する。 

2 乙は、甲に対し、甲が本共同開発およびその後の保守・運用・追加学習の目的で

本連携システム等を利用することを非独占的かつ無償で許諾する。 

 

第 20条（禁止事項）（解説資料の 51頁を参照） 

乙は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本件成果物について、次の各号の行

為を行ってはならない。  

① リバースエンジニアリング、逆コンパイル、逆アセンブルその他の方法でソース

コードを抽出する行為  

②  再利用モデルを生成する行為  

③ 学習済みモデルへの入力データと、学習済みモデルから出力されたデータを組み

合わせて学習済みモデルを生成する行為  

④ その他前各号に準じる行為   

 

第 21条（損害賠償）（解説資料の 52頁－53頁を参照） 

1  甲および乙は、本契約の履行に関し、相手方の責めに帰すべき事由により損害を

被った場合、相手方に対して、損害賠償を請求することができる。ただし、この請求

は、業務の終了確認日から●か月が経過した後は行うことができない。  
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2  甲が乙に対して負担する損害賠償は、債務不履行、法律上の契約不適合責任、知

的財産権の侵害、不当利得、不法行為その他請求原因の如何にかかわらず、乙に現実

に発生した直接かつ通常の損害に限られ、逸失利益を含む特別損害は、甲の予見また

は予見可能性の如何を問わず甲は責任を負わない。 

3 本条第 1 項に基づき甲が乙に対して損害賠償責任を負う場合であっても、本契約

の委託料を上限とする。  

4  前 2項は、甲に故意または重大な過失がある場合は適用されない。  

 

【変更オプション】21  条（違約責任） 

第 21 条 甲および乙は、本契約の履行に関し、相手方が契約上の義務に違反しま

たは違反するおそれがある場合、相手方に対し、当該違反行為の差止めまたは予防

および原状回復の請求とともに**金額の違約金を支払わなければならない。上記の

違約金が、本契約の違反による相手に齎す損失を補填するに足りない場合、不足部

分について、被害者側は相手方に損害賠償を追及する権利がある。 

 

第 22条（OSSの利用）  （解説資料の 54頁を参照） 

1  甲は、本共同開発遂行の過程において、本件成果物を構成する一部としてオープ

ン・ソース・ソフトウェア（以下「OSS」という。）を利用しようとするときは、OSS

の利用許諾条項、機能、脆弱性等に関して適切な情報を提供し、乙に OSSの利用を提

案する。  

2  乙は、前項所定の甲の提案を自らの責任で検討・評価し、OSS の採否を決定する。  

3  本契約の他の条項にかかわらず、甲は、OSS に関して、著作権その他の権利の侵害

がないことおよび不適合のないことを保証するものではなく、甲は、第 1 項所定の

OSS 利用の提案時に権利侵害または不適合の存在を知りながら、もしくは重大な過失

により知らずに告げなかった場合を除き、何らの責任を負わない。   

 

第 23条（権利義務譲渡の禁止）（解説資料の 55 頁を参照） 

甲および乙は、互いに相手方の事前の書面等による同意なくして、本契約上の地位

を第三者に承継させ、または本契約から生じる権利義務の全部もしくは一部を第三者

に譲渡し、引き受けさせもしくは担保に供してはならない。 

 

第 24条（解除）（解説資料の 56 頁－57頁を参照） 

1  甲または乙は、相手方に次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合には、
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何らの催告なしに直ちに本契約の全部または一部を解除することができる。  

① 重大な過失または背信行為があった場合  

② 支払いの停止があった場合または仮差押、差押、競売、破産手続開始、民事再生

手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立てがあった場合  

③ 手形交換所の取引停止処分を受けた場合  

④ その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生した場合 

2  甲または乙は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めてな

した催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部または一部

を解除することができる。  

3  甲または乙は、第 1 項各号のいずれかに該当する場合または前項に定める解除が

なされた場合、相手方に対し負担する一切の金銭債務につき相手方から通知催告がな

くとも当然に期限の利益を喪失し、直ちに弁済しなければならない。   

 

【解除事由としての COC条項の例】 

他の法人と合併、企業提携あるいは持ち株の大幅な変動により、経営権が実質的

に第三者に移動したと認められた場合 

 

第 25条（有効期間）（解説資料の 58頁を参照） 

本契約は、本契約の締結日から第 4 条の委託料の支払いおよび第 11 条に定める確

認が完了する日のいずれか遅い日まで効力を有する。 

 

第 26条（存続条項）（解説資料の 59頁を参照） 

本契約第 6条（各自の義務）、第 11条（対象データ等）第 4項および第 5項、第 12

条（対象データの利用・管理）から第 22条（OSS の利用）、本条ならびに第 27条（準

拠法および管轄裁判所）は、本契約終了後も有効に存続する。  

 

第 27条（準拠法および管轄裁判所）（解説資料の 60 頁－64頁を参照） 

本契約に関する一切の紛争については、日本法を準拠法とし、●地方裁判所を第一

審の専属的合意管轄裁判所とする。 

＜変更オプション A：被告地主義＞ 

第 27 条 本契約に関する紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース２）が被告と

なる場合は、日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判

所とする。 乙（ケース１）/甲（ケース２）が被告となる場合は、中華人民共和国

法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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＜変更オプション B：主に開発を行う場所＞ 

第 27 条 本契約に関する紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、●●人民法院を第一審の専属的合意管

轄裁判所とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、●地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所

とする。 

 

【変更オプション条項： 仲裁条項例】  

＜変更オプション A：第三国・地域＞ 

第 27 条 本契約に関する一切の紛争については、日本国法を準拠法とし、（仲裁

機関名：（例）香港国際仲裁センター）に付託し、（仲裁規則：（例）香港国際仲裁

センターの仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従って、仲裁地として（都市名：

（例）中国香港特別行政区）において仲裁により終局的に解決されるものとする。

手続言語は英語とする。  

＜変更オプション B：被告地主義＞ 

第 27 条 本契約に関する一切の紛争については、甲（ケース１）/乙（ケース２）

が被申立人となる場合は、日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本の仲裁

機関名）に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則

など）に従って、仲裁地として日本国東京都において仲裁を行うものとし、手

続言語は日本語とする。乙（ケース１）/甲（ケース２）が被申立人となる場

合は、中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国の仲裁機関名）に

付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従

って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲裁を行うものとし、手続

言語は中国語とする。いずれの場合も仲裁により終局的に解決されるものとす

る。 

＜変更オプション C：主に開発を行う場所＞ 

第 27 条 本契約に関する一切の紛争については、 

（ケース１）中華人民共和国法を準拠法とし、（仲裁機関名：中国の仲裁機関）

に付託し、（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に

従って、仲裁地として中華人民共和国●●市において仲裁により終局的に解決

されるものとする。手続言語は中国語とする。 

（ケース２）日本国法を準拠法とし、（仲裁機関名：日本の仲裁機関）に付託し、

（仲裁規則：前記仲裁機関の仲裁規則、UNCITRAL 仲裁規則など）に従って、仲

裁地として日本国東京都において仲裁により終局的に解決されるものとする。
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手続言語は日本語とする。 

 

第 28条（協議）（解説資料の 65 頁を参照） 

本契約に定めのない事項または疑義が生じた事項については、信義誠実の原則に従

い甲および乙が協議し、円満な解決を図る努力をする。協議を経ても解決できない場

合、何れかの当事者は前条に従い、紛争解決を求めることができる。 

 

（契約言語）（解説資料の 66 頁を参照） 

本契約締結の証として、中国語と日本語でそれぞれ本書 2 通を作成し、甲、乙記名

押印の上、中国語と日本語の各 1通を保有する。また、日本語版、中国語版のいずれ

も正本とする。ただし、両言語版で解釈等につき相違が発生した場合は、日本語版に

従う。 

 

◼ その他のオプション条項   

技術リスクに対する責任分担（解説資料の 67 頁を参照） 

1 本契約の遂行の過程において、克服しかねる技術問題が生じることにより、研究

開発が失敗し、又は部分的に失敗した場合、当該失敗によるリスクは、乙が負担する

ものとする。乙はすでに支払った経費を甲に追及できず、甲の生じた本研究の経費を

支払うべきである。 

2 何れかの当事者が前項に掲げた研究開発の失敗又は部分的失敗をもたらし得る情

状を発見した場合は、適時に相手側の当事者に通知し、かつ損害を減少するための措

置を取るべきである。通知せず又は適当な措置と取らないため、損失を拡大させた場

合、拡大の損失に対し、責任を負うものとする。 
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【別紙（1）】 

 

1  本共同開発の対象 

⑴  本件成果物 

① 本学習済みモデル 

② 本連携システム 

③ 本ドキュメント 

⑵  使用環境  

 

⑶  前提条件  

 

2  対象データの明細 

(1) データの概要 

（例）介護施設に乙がカメラを設置したうえで撮影した動画データ。当該動画デー

タについては、乙において個人情報が含まれない形に匿名加工を行うか、あるいは撮

影対象である被介護者本人から第三者提供に関する同意を取得するなど個人情報保

護法上に定められている手続を履践する。 

 

(2) データの項目 

 

(3) データの量 

（例） 動画データ 500時間分 

 

(4) データの提供形式 

 

3 乙が提供する資料等 

別途協議する。 

 

4  作業体制  

【甲、乙の責任者および必要に応じてメンバーそれぞれの役割、所属、氏名の記載と

ソフトウェア開発の実施場所等を記載】 

⑴  甲の作業体制  

・ 甲側責任者氏名： ●● ●●  

甲側責任者は次の役割を担当する。  
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① ・・・・・  

② ・・・・・  

[・メンバー]  

メンバーは次の役割を担当する。  

【※組織図/氏名/役割を記載】  

  

⑵  乙の作業体制  

・ 乙側責任者氏名： ●● ●●  

乙側責任者は次の役割を担当する。  

① ・・・・・  

② ・・・・・  

[・メンバー]  

メンバーは次の役割を担当する。  

① ・・・・・  

② ・・・・・  

【※組織図/氏名/役割を記載】 

 

⑶  ソフトウェア開発実施場所 

 

5  具体的作業内容（範囲、仕様等）  

⑴  甲の担当作業： 次のとおりとする。 

 ・対象データの前処理 

・対象データのアノテーション 

・本学習用データセットの作成 

・対象データによる本学習済みモデルの生成 

・本連携システムの開発および本ドキュメントの作成 

⑵  乙の担当作業：  

・対象データの提供 

・本学習済みモデルの精度の向上に必要な知見（ノウハウを含む）の提供 

・本学習済みモデルおよび本連携システムの性能評価 

 

6  連絡協議会  

⑴  開催予定頻度：   

⑵  場所：  
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7  作業期間 

  ●●年●●月●●日～●●年●●月●●日 

 

8  業務の完了 

⑴  甲からの成果物提供期限：●年●月●日 

 

⑵  乙による確認期間：成果物提供日から●日間 

 

9  委託料  

① 本学習済みモデルに関する委託料 

 ●●●●円（外税） 

② 本連携システムおよび本ドキュメントに関する委託料 

 ●●●●円（外税） 

 

10  委託料の支払時期・方法   

 

① 本学習済みモデルに関する委託料 

本契約締結日から 7日以内  ●●円 

乙による成果物確認日から 7日以内  ●●円 

 

② 本連携システムおよび本ドキュメントに関する委託料 

本契約締結日から 7日以内        ●●円 

乙による成果物確認日から 7日以内  ●●円 
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【別紙（2）公表事項】 

 


